
学位 申請論文の要 旨

本研究は、中国における義務教育段階の教育格差の実態、そ してそれに対 して行われて

いる教育改革、 とりわけ教員 の資質向上に向けて行われている改革の内容 とそれがもた ら

している現状ついて考察す ることを 目的 としている。

建国後 、中国の教育は さま ざまな試行錯誤 と、何度かの大規模 な改革 を経験 した後、現

在の体制 となった。1980年 代半ばか ら今 日に至 るまで、国家全体 の出生率は低下 してい

るものの、各教育段階の進学率は上昇 し、教育需要は拡大 している。社会主義市場経済の

進行 と同時に、知識基盤社会 の構築が図 られている。 しか し、都市 と農村 の教育格差の拡

大、学歴主義の激化 と進学にあたってのわい ろ、教員の拝金主義など、急激 な社会変化 の

もとで顕在化 してきた深刻 な教育問題が指摘 されている。本研究は、今 日の中国における

きわめて複雑な教育実態のなかで、学校間における教育格差 とりわけ教員 の質 の格差の現

状 と要因 を具体的に解 明す る。それを通 じて、現代中国における教育お よび教員の資質 向

上のための課題 を提示 し、今後の改革の方向性 と可能性についての示唆 を得 よ うとす るも

ので ある。

1970年 代後半、改革開放総路線 に舵 を取った 中国は、経済発展を最優先 にかかげ、著

しい経済成長を達成 した。 しか しなが ら、高度経済成長の陰で個人の所得格差は拡大 し、

新たな社会の階層化が生み出 されている。 また、上海などの沿岸地域が華々 しい経済発展

を遂 げている一方、経済成長の条件 に恵まれない内陸部地域は十分な発展ができず に、GDP

の成長率は依然 として伸び悩んだままである。沿海地域 と内陸地域間に存在す る格差は、

各地で さまざまな形で顕在化 している。社会主義国家が実現すべき住宅 ・医療 ・教育な ど

にかかわ る豊かな生活基盤 の確立は、未だ道半ばといわざるを得ない。

2000年 代 に入 り、出稼ぎ労働者 の増加 とともに都市 に移住す る児童 が増 え、農村学校

の在学生 が減少 した。そこで、政府 の方針 の下に各地の農村では、義務教育学校の配置調

整 ・統廃合が行われた。 しかしこの整理 ・統廃合 を通 じて、児童 ・生徒の教育条件が悪化

す るとともに、そもそも都市 の学校教員 と比較 して大きく劣っていた農村教員の労働 ・生

活条件 は、一層悪化 した。 さらにこの問題 の改善に際 して、教育財政上 の基本原則、すな

わち初等 中等教育の地方責任 ・分級管理原則が大きな障害 となってい る。

2000年 代 にはまた、教職に新たな問題 が生 じている。それ は、教育格差 の是正 ととも

に、「新 自由主義的」な教育政策が推進 され るようになったことである。っま り、教育格

差を是正す るために、近年、 「ランク付け」や 「競争原理」の導入な どの教育政策が強力

に推進 されよ うとしている。 このことは教員の労働 ・生活条件改善の課題に、複雑な影響

を与えている。

さらにこの間の学校制度 の発展に とって特徴的 なことは、 眠 弁教育」、す なわち国家

機 関の直営ではない教育機 関、いわば 「私立学校」が興隆してきた ことである。今 日の民

弁学校は、公立学校 とともに公教育の一翼を担い、教育機会の保 障に大 きく貢献 してい る。

出稼 ぎ労働者の子 どものみな らず、さま ざまな社会階層の子 どもに相応す る教育を提供 し、

中国の教育発展 に不可欠 な存在 となっている。 さらに一部の民弁学校は、優秀 な教員を集
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めるだ けではなく、 さまざまな方法で教育の質を高める努力を続 けてい る。 とりわけ、教

育水準の高い民弁学校 において行われている教員の現職研修は、高 く評価できるものであ

る。 しか しなが ら、民弁教育の急速な発展はさらなる教育格差の拡大に繋がっている。経

済格差が拡大 し、富裕層 は学費の高い学校を選択す る。入学を実現す るためには、その財

力を使 って さま ざまな手段 を講ず る。その結果、教育不平等問題が さらに深刻化するとい

う状況になっているのである。

『以上の ような問題状況 を踏まえて
、本研究は、学校間における教育格差 とりわけ教員の

質の格差の現状 と要因を解明す るた めに、以下の3つ の課題 を設定 している。①今 日の教

育不平等の実態の解明、②教員の資質格差をめぐる諸課題の分析、③民弁教育の発展およ

び現状 の解明、である。

これ らの課題を解 明す るために、本論文 は、第1章 では、現代中国の教育制度お よび教

育不平等 の現状について考察 し、第2章 および第3章 では、教員の社会 的経済的地位お よ

び教師教育 の実態を解 明 している。第4章 では、中国農村教員 の生活事態 を紹介 し、続い

て、第5章 では中国民弁学校の現状を明 らかに してい る。各章の概要 は、以下の通 りであ

る。

第1章 においては、建 国か ら今 目に至るまでの教育発展 と成果を整理 した うえで、教育

格差の実態 を考察 している。経済発展の不均衡問題がます ます深刻化 しているなかで、教

育格差の形態も変わ りっっある。特に近年、公教育発展の不均衡に加 えて、私教育が飛躍

的に発展 しているため、家庭の経済状況 を反映 した学校選択 などの問題が社会 問題化 して

いる。それに加 えて、今 日の社会風潮である 「能力主義」の影響で、格差が一層多様化 そ

して複雑 化 している。 このような状態 に対 して、結論 として教育格差 を解消す るには、基

礎教育 の充実 を保障 しうる財政責任体制の確立が不可欠であることを論 じてい る。

第2章 では、中国教員の社会的地位および経済的地位 にっいて考察 を行 っている。まず、

英国の国際教育機関 「バーSe--GEMS財 団」が実施 した小 中学校教員 の社会的地位に関

する調査 を紹介 し、その調査結果 を通 じて、中国教員の社会的地位 に関す る課題 を検討 し

ている。次 に、教員の給与制度を中心に、教員 の経済的地位 について考察 している。 中国

の教員給与政策 の大 きな特徴 は、教員職階級制度 の改革 と教員業績給制度の導入 であり、

これ らの新 自由主義的給与政策は、教員による教育活動を活性化 させ るとい うね らいを持

つもので ある。 しか し、その評価システムは、農村教員には不利 な競争 を強いるものであ

り、結果的に都市 と農村の教育格差 を一層拡大するもの として機能 していると評価 してい

る。

第3章 では、中国の教員養成、そ して教員研修制度および現状 について考察を行ってい

る。まず、 中国の高等教育機 関における教員養成の特徴を紹介 し、1949年 か ら現在 まで

の教員研修制度 の歴史的発展を考察す る。次に、陳西省を事例研究 として、教員研修の実

態 を解明 している。 中国の教師教育は、形式的 には整備 されているが、 とりわけ、教員研

修 は多 くの課題 を抱 えている。現行 の教員研修制度は、教員管理 としての性格 が強い。教

員研修 は、教員の個性やニーズを尊重 し、現場 の必要性 に基づき、子 どもたちの成長 ・発

展に寄 り添 うものへ と転換 しなければな らないことを論 じている。

第4章 では、陵西省 の農村学校にお ける実態調査を通 じて、農村教員の生活事態を明 ら
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かに してい る。農村教員は経済面における苦悩 を抱 えている上 に、職場での長 時間の勤務

を余儀な くされている。また、教員 の給与 と連動 している教員管理体制 もきわめて苛酷 で

あ り、農村教員には大きなハ ンデ ィキャップが存在 してい る。農村教員の待遇改善が喫緊

の課題 であり、そのためには透明性のあるシステムの構築 と、それ を管理 ・監督す るた め

の公正 ・公平 な教育行政システムの確立が強 く求められていると結論づけている。

第5章 では、民弁学校の歴史的変遷 を明 らかに した うえで、今 日の民弁学校の特徴、そ

して民弁学校 がもた らしている問題 を考察 している。2000年 以降、民弁学校 の量的拡大

と質的変容が同時に起こ り、既存の学校 システムに大きな影響 を与えてい る。 なかでも、

本論 でWW型 と名付 けた類型の民弁学校は、優れた教育実践を展開 してお り、教員の水

準 も高い。 しか し、民弁学校 の発展は地域の人 口と経済力に強 く関連 しているため、それ

らの学校 は経済状況の良い地域に集 中する傾 向がきわめて強い。 これ らの学校 の学費は高

額で あるため、教育問題を さらに複雑化に していることを結論 として述べてい る。

各章での分析 と考察を踏まえて、終章では次のようなまとめがな されている。

現代 中国には、少な くとも義務教育段階の教員給与に対 して、安定的な財源 を保障す る

国家的教育財政が必要である。また、農村学校で勤務する教員に対す るインセンティブ と

して住宅 の無償提供や配偶者 の就職斡旋な ど、教員が安心 して勤務できる労働 ・生活環境

が整え られなければな らない。 このような、基本的な条件が確保 された上で、 さらに教員

養成、教員研修、教員管理制度な ど、一連 の教師教育制度の改善が図 られ なくてはな らな

い。その際、国際的な基準である専門職 としての教師像 の確立をめざす他国の経験 を学ぶ

必要があ る。ヨーロッパや 日本 の学校教育で強調 されてい る教員の資質や基準を参考 とし、

今 日の中国の社会状況に相応 しい教員の育成 に努 めなけれ ばならない。

最後 に本論文は、中国の教育格差 と教員 の資質向上について次のよ うに総括 している。

経済格差 がもた らした教育格差 の是正は、もちろんその原因である経済格差を是正 しなけ

れ ばな らない。加 えて、教師教育そ して教員の管理が もたらした教員 の資質格差を解消す

るためには、その体制の改革が必要である。すなわち、第1に 、教員 の生活条件、労働条

件の改善、つま り国内のすべての教員 に対 して人間 らしい生活の基礎 を保 障す ることが求

められてお り、第2に 、専門職にふ さわ しい教師教育体制および教員 の管理体制 を確立す

ることが必要である。
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